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  注１　国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」等により作成。

     ２　出生中位・死亡中位推計の値を使用。

  注　国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」により作成。
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注１　厚生労働省「国民生活基礎調査」（平成28年）より作成。　２　等価可処分所得とは、世帯の可処分所得を世帯人員数の平方根で除算したもの。　３　貧困線とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員数の平方根で除算したもの。）の中央値を半分にした値である。　４　相対的貧困率とは、貧困線を下回る等価可処分所得しか得ていない世帯員の割合であり、OECDの作成基準に基づいて算出している。　５　1994年の数値は、兵庫県を除いたものであり、2015年の数値は、熊本県を除いたものである。　６　等価可処分所得金額不詳の世帯員は除く。
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

10,218 12,163 10,410 14,564 38,852 165,291 284,409 365,317 512,706

3,038 1,206 1,739 1,383 1,128 1,243 871 2,267 1,907

受入額

全国

東京都

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1,805 2,043 21,017 4,526 6,062 18,425 100,192 178,316 244,774 326,478

478 554 5,718 1,228 1,822 4,857 26,315 47,580 64,576 86,783

全国

東京都

控除額

（単位：百万円） 

注１ 総務省「ふるさと納税ポータルサイト」関連資料をもとに作成。 

 ２ 各年度の計数は、道府県民税分と市町村民税分の合算である。 

 ３ 各年度の計数は、前年中（例えば、令和元年度については、平成30年１月１日～12月31日の間）のふる 

  さと納税に係る各年度における控除の適用状況。 

 ４ 令和元年度の計数は、「市町村税課税状況等の調」の調査票をもとに寄附金税額控除に係る数値につい 

  て事前に調査し、取りまとめたもの。（令和元年６月１日時点） 

注１ 総務省「ふるさと納税に関する現況調査結果」（令和元年８月２日）をもとに作成。 

 ２ 各年度の計数は、都道府県とその区市町村の受入額の合算である。 

（単位：百万円） 

※全国に占める東京都の割合（令和元年度）：26.6％ 

※全国に占める東京都の割合（平成30年度）：0.4％ 

※ 
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